
職場におけるパワーハラスメントやセクシュアルハラスメント及び妊娠・出産・育児休業
等に関するハラスメントを防止するために、事業主が雇用管理上講ずべき措置として、主に
以下の措置が厚生労働大臣の指針に定められています。
事業主は、これらの措置について必ず講じなければなりません。
なお、派遣労働者に対しては、派遣元のみならず、派遣先事業主も措置を講じなければな

らないことにご注意ください。

厚⽣労働大臣の指針
●事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関して雇⽤管理上
講ずべき措置等についての指針（令和２年厚生労働省告⽰第５号）→P43

●事業主が職場における性的言動に起因する問題に関して雇⽤管理上講ずべき措置等についての
指針（平成18年厚生労働省告⽰第615号）→P50

●事業主が職場における妊娠、出産等に関する言動に起因する問題に関して雇⽤管理上講ずべき
措置等についての指針（平成28年厚生労働省告⽰第312号）→P54

●子の養育⼜は家族の介護を⾏い、⼜は⾏うこととなる労働者の職業生活と家庭生活との両⽴が
図られるようにするために事業主が講ずべき措置等に関する指針（平成21年厚生労働省告⽰第
509号）→P62
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職場におけるパワーハラスメントやセクシュアルハラスメント、
妊娠･出産・育児休業等に関するハラスメント防止のために
事業主が雇用管理上講ずべき措置等Ⅴ

事業主が雇用管理上講ずべき措置 → 詳細はP20〜30

■ 事業主の方針の明確化及びその周知・啓発
■ 相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備
■ 職場におけるハラスメントへの事後の迅速かつ適切な対応
■ 併せて講ずべき措置 （プライバシー保護、不利益取扱いの禁止等）

※ このほか、職場における妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントについては、
その原因や背景となる要因を解消するための措置が含まれます。

さらに、実施が「望ましい」とされている取組（P31〜33）についても、責務の
趣旨も踏まえて積極的に対応しましょう。

事業主は、⽇頃から労働者の意識啓発など、ハラスメント防止対策の周知徹底を
図るとともに、相談しやすい相談窓⼝となっているかを点検するなど職場環境に対
するチェックを⾏い、特に未然の防止対策を⼗分に講じるようにしましょう。
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職場におけるパワーハラスメントを防止するために講ずべき措置

職場におけるパワーハラスメントへの事後の迅速かつ適切な対応 →詳細 P26

事実関係を迅速かつ正確に確認すること。

事実関係の確認ができた場合には、速やかに被害者に対する配慮のための措置を適正に⾏うこと。

事実関係の確認ができた場合には、⾏為者に対する措置を適正に⾏うこと。

再発防止に向けた措置を講ずること。

併せて講ずべき措置 → 詳細 P28

相談者・⾏為者等のプライバシーを保護するために必要な措置を講じ、労働者に周知すること。

事業主に相談したこと、事実関係の確認に協⼒したこと、都道府県労働局の援助制度を利⽤したこと等
を理由として、解雇その他不利益な取扱いをされない旨を定め、労働者に周知・啓発すること。

事業主の方針の明確化及びその周知・啓発 →詳細 P22

相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備 →詳細 P24

相談窓⼝をあらかじめ定め、労働者に周知すること。

相談窓⼝担当者が、内容や状況に応じ適切に対応できるようにすること。
パワーハラスメントが現実に生じている場合だけでなく、発生のおそれがある場合や、パワーハラスメン
トに該当するか否か微妙な場合であっても、広く相談に対応すること。

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

指針に定められている事業主が講ずべき措置のポイント
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・パワーハラスメントの内容
・パワーハラスメントを⾏ってはならない旨の方針
を明確化し、管理監督者を含む労働者に周知・啓発すること

パワーハラスメントの⾏為者については、厳正に対処する旨の方針・対処の内容を就業規則等の文書に
規定し、管理監督者を含む労働者に周知・啓発すること。

事業主が、そそのの雇雇用用すするる労労働働者者又又はは事事業業主主（（法法人人ででああるる場場合合ははそそのの役役員員））自自身身がが行行うう職職場場ににおおけけるる
パパワワーーハハララススメメンントトをを防防止止すするるたためめ雇雇用用管管理理上上講講ずずべべきき措措置置は以下のとおりです。

※ 事業主は、これらの措置を必ず講じなければなりません。

★ このほかの望ましい取組についても、P31〜33を参照の上、積極的な取組をお願いします。
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職場におけるハラスメントの内容及び職場におけるハラスメント⾏ってはならない旨の
事業主の方針等を明確化し、管理監督者を含む労働者に周知・啓発すること。

■ 就業規則その他の職場における服務規律等を定めた文書に、事業主の方針を規定し、
当該規定と併せて、ハラスメントの内容及びハラスメントの発生の原因や背景等を労
働者に周知・啓発すること。

■ 社内報、パンフレット、社内ホームページ等広報⼜は啓発のための資料等にハラス
メントの内容及びハラスメントの発生の原因や背景並びに事業主の方針を記載し、配
付等すること。

■ 職場におけるハラスメントの内容及びハラスメントの発生の原因や背景並びに事業
主の方針を労働者に対して周知・啓発するための研修、講習等を実施すること。

■ （妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントへの対応を⾏う場合）事業主の
方針と併せて制度等が利⽤できる旨を周知･啓発すること。

取組例

ハラスメントの内容、方針等の明確化と周知・啓発

●「事業主の方針」とは、パワーハラスメントやセクシュアルハラスメント、妊娠・出
産・育児休業等に関するハラスメントを⾏ってはならない旨の方針です。

●「その他の職場における服務規律等を定めた文書」としては、従業員心得や必携、⾏
動マニュアルなど、就業規則ではないものの社内ルールを定めたものが考えられます。

● 「研修、講習等」を実施する場合には、定期的に実施する、調査を⾏うなど職場の実
態を踏まえて実施する、管理職層を中心に職階別に分けて実施するなどの方法が効果
的と考えられます。

● パンフレットなどにより周知する場合は、全労働者に確実に周知されるよう、配付方
法などを工夫しましょう。
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ポイント

１

指針に定められている項目について具体的な取組例を紹介します。

＜パワーハラスメント＞

● パワーハラスメントの発生の原因や背景には、労働者同士のコミュニケーションの希
薄化などの職場環境の問題があると考えられます。このため、これらを幅広く解消し
ていくことが、職場におけるパワーハラスメントの防止の効果を⾼める上では重要で
す。

事業主の方針の明確化及びその周知・啓発 →P34〜（Ⅷ 対応例）参照
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23

職場におけるハラスメントに係る言動を⾏った者については、厳正に対処する旨の
方針及び対処の内容を、就業規則その他の職場における服務規律等を定めた文書に規
定し、管理監督者を含む労働者に周知・啓発すること。

⾏為者への厳正な対処方針、内容の規定化と周知・啓発

■ 就業規則その他の職場における服務規律等を定めた文書に、ハラスメントに係る言
動を⾏った者に対する懲戒規定を定め、その内容を労働者に周知･啓発すること。

■ ハラスメントに係る言動を⾏った者は現⾏の就業規則その他の職場における服務規
律等を定めた文書において定められている懲戒規定の適⽤の対象となる旨を明確化し、
それを労働者に周知・啓発すること。

取組例

●「対処の内容」を文書に規定することは、ハラスメントに該当する言動をした場合
に具体的にどのような対処がなされるのかをルールとして明確化し、労働者に認識し
てもらうことによって、ハラスメントの防止を図ることを目的としています。具体的
なハラスメントに該当する言動と処分の内容を直接対応させた懲戒規定を定めること
のほか、どのようなハラスメントの言動がどのような処分に相当するのかについて判
断要素を明らかにする方法も考えられます。

ポイント

● 妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントの発生の原因や背景には、妊娠・出
産・育児休業等に関する否定的な言動（不妊治療に対する否定的な言動を含め、他の
労働者の妊娠・出産等の否定につながる言動や制度等の利⽤否定につながる言動で、
当該⼥性労働者に直接言わない場合も含みます。また単なる自らの意思の表明を除き
ます）が頻繁に⾏われるなど、制度等の利⽤や請求をしにくい職場風⼟や、制度等の
利⽤ができることについて職場内での周知が不⼗分であることが考えられます。制度
等を利⽤する本⼈だけでなく全従業員に理解を深めてもらうとともに、制度等の利⽤
や請求をしやすくするような工夫をすることが大切です。

● 妊娠・出産・育児休業等に関する否定的な言動は、本⼈に直接⾏われない場合も含ま
れます。例えば、夫婦が同じ会社に勤務している場合に、育児休業を取得する本⼈で
はなく、その配偶者に対して否定的な言動を⾏うことは、妊娠・出産・育児休業等
に関するハラスメントの発生の原因や背景になり得る⾏為です。

＜妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント＞

２

●セクシュアルハラスメントの内容には、異性に対するものだけではなく、同性に対す
るものも含まれます。

●また、被害を受ける者の性的指向や性自認にかかわらず、性的な言動であればセク
シュアルハラスメントに該当します。

● 性別役割分担意識に基づく言動は、 「ハラスメントの発生の原因や背景」となり得
ますので、このような言動をなくしていくことがセクシュアルハラスメントの防止の
効果を⾼める上で重要です。

●性別役割分担意識に基づく言動の例としては、以下が考えられます。
①「男のくせに根性がない」、「⼥には仕事を任せられない」などと発言する。
② 酒席で、上司の側に座席を指定したり、お酌等を強要する。
性別役割分担意識に基づく言動そのものがセクシュアルハラスメントに該当するわ

けではありませんが、セクシュアルハラスメントの発生の原因や背景となり得るため、
こうした言動も含めてなくしていく必要があります。

＜セクシュアルハラスメント＞
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相談への対応のための窓⼝（相談窓⼝）をあらかじめ定め、労働者に周知すること。

相談窓⼝の設置

■ 相談に対応する担当者をあらかじめ定めること。
■ 相談に対応するための制度を設けること。
■ 外部の機関に相談への対応を委託すること。

取組例

●「窓⼝をあらかじめ定める」とは、窓⼝を形式的に設けるだけでは⾜りず、実質的
な対応が可能な窓⼝が設けられていることをいいます。

● このためには、労働者に対して窓⼝を周知し、労働者が利⽤しやすい体制を整備し
ておくことが必要です。

● 相談は⾯談だけでなく、電話、メールなど複数の方法で受けられるよう工夫しま
しょう。

● 相談の結果、必要に応じて⼈事担当者および相談者の上司と連絡を取るなど、相談
内容・状況に即した適切な対応がとれるようフォローの体制を考えておきましょう。
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ポイント

3

相談（苦情を含む）に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備

相談窓⼝担当者が、相談（※）の内容や状況に応じ適切に対応できるようにすること。
相談窓⼝においては、被害を受けた労働者が萎縮して相談を躊躇する例もあること等も踏

まえ、相談者の心⾝の状況や当該言動が⾏われた際の受け止めなどその認識にも配慮しなが
ら、ハラスメントが現実に生じている場合だけでなく、発生のおそれがある場合や、ハラス
メントに該当するか否か微妙な場合であっても、広く相談に対応すること。

※ 言動を直接受けた労働者だけでなく、それを把握した周囲の労働者からの相談も含まれます。

相談に対する適切な対応

■ 相談窓⼝の担当者が相談を受けた場合、その内容や状況に応じて、相談窓⼝の担当
者と⼈事部門とが連携を図ることができる仕組みとすること。

■ 相談窓⼝の担当者が相談を受けた場合、あらかじめ作成した留意点などを記載した
マニュアルに基づき対応すること。

■ 相談窓⼝の担当者に対し、相談を受けた場合の対応についての研修を⾏うこと。

取組例

４
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● 相談に当たっては、相談者の話に真摯に耳を傾け、相談者の意向などを的確に把握
することが必要です。特に、ハラスメントを受けた心理的影響から理路整然と話す
ことができない場合がありますので、忍耐強く聞くように努めましょう。
また、相談を受ける場所や時間帯等も、相談者が安心して相談できる状況となるよ
う工夫しましょう。

●「内容や状況に応じ適切に対応する」とは、具体的には、相談者や⾏為者などに対し
て、⼀律に何らかの対応をするのではなく、労働者が受けているハラスメントの性
格・態様によって、状況を注意深く⾒守る程度のものから、上司、同僚などを通じ、
⾏為者に対し間接的に注意を促すもの、直接注意を促すものなど事案に即した対応
を⾏うことを意味します。また、対応に当たっては、公正な⽴場に⽴って、真摯に
対応しなければなりません。相談担当者が相談を受けて終わりなのではなく、事業
主としてどのように判断したのか、今後組織としてどのように対応していくのか等
を相談者本⼈にフィードバックすることも大切です。

●「広く相談に対応」とは、職場におけるハラスメントが現実に生じている場合だけで
なく、その発生のおそれがある場合や、職場におけるハラスメントに該当するか否
か微妙な場合も幅広く含めることを意味します。

● 相談に対する「適切な対応」には、いわゆる「二次被害（相談者が相談窓⼝の担当
者の言動などによってさらに被害を受けること）」を防止するために必要な事項も
含まれます。

● 相談担当者に対する研修をするようにしましょう（対応の仕方、カウンセリング⼿
法など）。相談担当者が対応を誤ったために、問題がこじれてしまうことがありま
す。

● 相談・苦情を受けた後、問題を放置しておくと、問題を悪化させ、被害を拡大させ
てしまったり、適切に対応してくれない（事業主の義務を果たしていない）と誤解
を受けることになりますので、初期の段階での迅速な対応が必要です。

● また、対応に時間を要する場合は、その状況や対応に必要な期間等を相談者に伝え
るようにしましょう。

ポイント

● 放置すれば就業環境が害するおそれがある相談や、労働者同士のコミュニケーション
の希薄化などの職場環境の問題が原因や背景となってパワーハラスメントが生じるお
それがある場合の相談も、幅広く対象とすることが必要です。

＜パワーハラスメント＞

● ⼀⾒、特定の労働者に対する言動に⾒えても、周囲の労働者に対しても威圧するため
に⾒せしめとして⾏われていると客観的に認められるような場合には、周囲の労働者
に対するパワーハラスメントと評価できる場合もあることにも留意しましょう。

● 放置すれば就業環境を害するおそれがある相談や、ハラスメントの原因や背景となる
おそれがある妊娠・出産・育児休業等に関する否定的な言動に関する相談も、幅広く
対象とすることが必要です。なお、妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントの
対象となる労働者は、妊娠・出産した⼥性労働者及び制度等を利⽤する男⼥労働者で
すが、妊娠・出産・育児休業等に関する否定的な言動の相⼿は、本⼈に限られないた
め、そのような相談も受け付ける必要があります。

＜妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント＞

● 放置すれば就業環境を害するおそれがある相談や、セクシュアルハラスメントの発生
の原因や背景となるおそれがある性別役割分担意識に基づく言動に関する相談も幅広
く対象とすることが必要です。

＜セクシュアルハラスメント＞
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取組例

事案に係る事実関係を迅速かつ正確に確認すること。
（セクシュアルハラスメントの場合には、必要に応じて、他の事業主に事実関係の確認
に協⼒を求めることも含まれます（※）。）
※ 協⼒を求められた事業主には、これに応じる努⼒義務があります。

事実関係の迅速かつ適切な対応

■ 相談窓⼝の担当者、⼈事部門⼜は専門の委員会等が、相談者及び⾏為者の双方から
事実関係を確認すること。その際、相談者の心⾝の状況や当該言動か⾏われた際の受
け止めなどその認識にも適切に配慮すること。
また、相談者と⾏為者の間で事実関係に関する主張に不⼀致があり、事実の確認が
⼗分にできないと認められる場合には、第三者からも事実関係を聴取する等の措置を
講ずること。

■ 事実関係を迅速かつ正確に確認しようとしたが、確認が困難な場合などにおいて、
労働施策総合推進法第30条の６、男⼥雇⽤機会均等法第18条⼜は育児･介護休業法第
52条の５に基づく調停の申請を⾏うことその他中⽴な第三者機関に紛争処理を委ねる
ことも考えられること。

取組例

ポイント
● 事案が生じてから、誰がどのように対応するのか検討するのでは対応を遅らせること
になります。迅速かつ適切に対応するために、相談窓⼝と個別事案に対応する担当部
署との連携や対応の⼿順などをあらかじめ明確に定めておきましょう。

● 事実確認は、被害の継続、拡大を防ぐため、相談があったら迅速に開始しましょう。
● 事実確認に当たっては、当事者の言い分、希望などを⼗分に聴きましょう。
● 相談者が⾏為者に対して迎合的な言動を⾏っていたとしても、その事実が必ずしもハ
ラスメントを受けたことを単純に否定する理由にはならないことに留意しましょう。

● セクシュアルハラスメントについては、性的な言動があったことが事実関係の確認で
重要となってくるのに対し、パワーハラスメントや妊娠・出産・育児休業等に関する
ハラスメントは、業務上の必要性や、その言動の前後関係も含めて判断する必要があ
る点に、留意する必要があります。

● 事実確認が完了していなくても、当事者の状況や事案の性質に応じて、被害の拡大を
防ぐため、被害者の⽴場を考慮して臨機応変に対応しましょう。

● ハラスメントがあったのか、⼜はハラスメントに該当するか否かの認定に時間を割く
のではなく、問題となっている言動が直ちに中止され、良好な就業環境を回復するこ
とが優先される必要があることは言うまでもありません。

ポイント

５

職場におけるハラスメントへの事後の迅速かつ適切な対応
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職場におけるハラスメントが生じた事実が確認できた場合においては、速やかに被害者に
対する配慮の措置を適正に⾏うこと。

被害者に対する適正な配慮の措置の実施

● 被害者に対する適正な配慮の措置には、取組例のほか、職場におけるハラスメントに
より休業を余儀なくされた場合等であってその労働者が希望するときには、本⼈の状
態に応じ、原職⼜は原職相当職への復帰ができるよう積極的な支援を⾏うことも含ま
れます。

■ 事案の内容や状況に応じ、以下の対応を⾏うこと。
（パワーハラスメント、セクシュアルハラスメントの被害者への対応を⾏う場合）
事案の内容や状況に応じ、被害者と⾏為者の間の関係改善に向けての援助、被害

者と⾏為者を引き離すための配置転換、⾏為者の謝罪、被害者の労働条件上の不利
益の回復、管理監督者⼜は事業場内産業保健スタッフ等による被害者のメンタルヘ
ルス不調への相談対応等の措置を講ずること。
（妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントへの対応を⾏う場合）
被害者の職場環境の改善⼜は迅速な制度等の利⽤に向けての環境整備、被害者と

⾏為者の間の関係改善に向けての援助、⾏為者の謝罪、管理監督者⼜は事業場内産
業保健スタッフ等による被害者のメンタルヘルス不調への相談対応等の措置を講ず
ること。

■ 労働施策総合推進法第30条の６、男⼥雇⽤機会均等法第18条⼜は育児･介護休業法
第52条の５に基づく調停その他中⽴な第三者機関の紛争解決案に従った措置を被害者
に対して講ずること。

27

ポイント

６

⾏為者に対する適正な措置の実施７

職場におけるハラスメントが生じた事実が確認できた場合には、速やかに⾏為者に対する
措置を適正に⾏うこと。

取組例
■ 就業規則その他の職場における服務規律等を定めた文書における職場におけるハラ
スメントに関する規定等に基づき、⾏為者に対して必要な懲戒その他の措置を講ず
ること。併せて事案の内容や状況に応じ、被害者と⾏為者の間の関係改善に向けて
の援助、被害者と⾏為者を引き離すための配置転換、⾏為者の謝罪等の措置を講ず
ること。

■ 労働施策総合推進法第30条の６、男⼥雇⽤機会均等法第18条⼜は育児･介護休業法
第52条の５に基づく調停その他中⽴な第三者機関の紛争解決案に従った措置を⾏為
者に対して講ずること。

取組例

● ハラスメントの事実が確認されても、往々にして問題を軽く考え、あるいは話が広
がるのを避けるため内密に処理しようとしたり、個⼈間の問題として当事者の解決
に委ねようとする事例がみられます。しかし、こうした対応は、問題をこじらせ解
決を困難にすることになりかねません。

● 適正な解決のためには、相談の段階から、事業主が真摯に取り組むこと、⾏為者へ
の制裁は、公正なルールに基づいて⾏うことが重要です。

● ⾏為者に対して懲戒規定に沿った処分を⾏うだけでなく、⾏為者の言動がなぜハラ
スメントに該当し、どのような問題があるのかを真に理解させることが大切です。

ポイント
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再発防止措置の実施

■ 職場におけるハラスメントを⾏ってはならない旨の事業主の方針及び職場における
ハラスメントに係る言動を⾏った者について厳正に対処する旨の方針、妊娠・出産
や育児や介護に関する制度が利⽤できる旨（妊娠･出産・育児休業等に関するハラ
スメントの被害者への対応を⾏う場合）を、社内報、パンフレット、社内ホーム
ページ等広報⼜は啓発のための資料等に改めて掲載し、配付等すること。

■ 労働者に対して職場におけるハラスメントに関する意識を啓発するための研修、講
習等を改めて実施すること。

取組例

● 職場におけるハラスメントに関する相談が寄せられた場合は、たとえハラスメント
が生じた事実が確認できなくても、これまでの防止対策に問題がなかったかどうか
再点検し、改めて周知を図りましょう。

改めて職場におけるハラスメントに関する方針を周知・啓発する等の再発防止に向
けた措置を講ずること。（セクシュアルハラスメントの場合には、必要に応じて、他の事
業主に再発防止に向けた措置に協⼒を求めることも含まれます（※）。）
なお、職場におけるハラスメントが生じた事実が確認できなかった場合においても、

同様の措置を講ずること。
※ 協⼒を求められた事業主には、これに応じる努⼒義務があります。
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ポイント

８

併せて講ずべき措置

当事者などのプライバシー保護のための措置の実施と周知9

職場におけるハラスメントに関する相談者･⾏為者等の情報はその相談者・⾏為者
等のプライバシーに属するものであることから、相談への対応⼜はそのハラスメント
に関する事後の対応に当たっては、相談者･⾏為者等のプライバシーを保護するため
に必要な措置を講ずるとともに、その旨を労働者に対して周知すること。
なお、このプライバシーには、性的指向・性自認や病歴、不妊治療等の機微な個⼈

情報も含まれること。

■ 相談者・⾏為者等のプライバシー保護のために必要な事項をあらかじめマ
ニュアルに定め、相談窓⼝の担当者が相談を受けた際には、そのマニュアルに
基づき対応すること。

■ 相談者・⾏為者等のプライバシーの保護のために、相談窓⼝の担当者に必要
な研修を⾏うこと。

■ 相談窓⼝においては相談者・⾏為者等のプライバシーを保護するために必要
な措置を講じていることを、社内報、パンフレット、社内ホームページ等広報
⼜は啓発のための資料等に掲載し、配付等すること。

取組例

ポイント

● 職場におけるハラスメントの事案についての個⼈情報は、特に個⼈のプライバ
シー保護に関連する事項ですから、事業主は、その保護のために必要な措置を
講ずるとともに、その旨を労働者に周知し、労働者が安心して相談できるよう
にする必要があります。
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29

相談、協⼒等を理由に不利益な取扱いをされない旨の定めと周知・
啓発

■ 就業規則その他の職場における服務規律等を定めた文書に、労働者が職場における
ハラスメントの相談等を理由として、その労働者が解雇等の不利益な取扱いをされな
い旨を規定し、労働者に周知・啓発すること。

■ 社内報、パンフレット、社内ホームページ等広報啓発のための資料等に、労働者が
ハラスメントの相談等を理由として、その労働者が解雇等の不利益な取扱いをされな
い旨を記載し、労働者に配付すること。

● 労働者が実質的にハラスメントの相談等をしやすくするために、ハラスメントの相
談等を理由とする不利益な取扱いされない旨を定め、労働者に周知・啓発すること
が必要です。

● 事業主の方針の周知・啓発の際や相談窓⼝の設置の周知に併せて、これらについて
も周知することが望ましいでしょう。

労働者が職場におけるハラスメントに関し、事業主に対して相談をしたことや、事実
関係の確認等の事業主の雇⽤管理上講ずべき措置に協⼒したこと、都道府県労働局に対
して相談、紛争解決援助の求め、調停の申請を⾏ったこと⼜は都道府県労働局からの調
停会議への出頭の求めに応じたこと（以下「ハラスメントの相談等」という。）を理由
として、解雇その他の不利益な取扱いをされない旨を定め、労働者に周知・啓発するこ
と。

ポイント

10

取組例

「「相相談談等等をを理理由由ととししたた不不利利益益取取扱扱いい禁禁止止」」ににつついいてて （P２、９、10 参照）

今般改正された労働施策総合推進法、男⼥雇⽤機会均等法及び育児・介護休業法におい
ては、労働者がハラスメントについて相談を⾏ったこと⼜は事業主による相談対応に協⼒
した際に事実を述べたことを理由とする解雇その他の不利益な取扱いが、法律上も禁止を
されました。 事業主は、労働者からの「自⾝がハラスメント被害で困っている」、「職場
でハラスメントが起こっている」等の相談に対して誠実に対応し、不利益な取扱いを⾏っ
てはなりません（※）。これは、労働施策総合推進法におけるパワーハラスメントの雇⽤
管理上の措置を講じることが努⼒義務である中小事業主の場合でも同様です。

また、派遣労働者も対象に含まれるものであり、派遣元のみならず、派遣先も、派遣労
働者が相談を⾏ったこと等を理由として、当該派遣労働者に係る労働者派遣の役務の提供
を拒む等、不利益な取扱いを⾏ってはなりません。派遣先は、派遣元と協⼒しつつ、誠実
に対応を⾏いましょう。
※ 言動を直接受けた労働者だけでなく、それを把握した周囲の労働者らの相談も

対象です。
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30

業務体制の整備など、事業主や妊娠等した労働者等の実情に
応じた必要な措置11

妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメントの発生の原因や背景となる要因を解消す
るため、業務体制の整備など、事業主や妊娠等した労働者その他の労働者の実情に応じ、
必要な措置を講ずること。（派遣労働者にあっては派遣元事業主に限る）

■ 妊娠等した労働者の周囲の労働者への業務の偏りを軽減するよう、適切に業務分担の
⾒直しを⾏うこと。

■ 業務の点検を⾏い、業務の効率化などを⾏うこと。

取組例

● ハラスメントの発生の原因や背景となり得る否定的な言動の要因の⼀つには、妊娠した
労働者がつわり等の体調不良のため労務の提供ができないことや、労働能率が低下する
こと等により、周囲の労働者の業務負担が増大することがあります。

● 例えば、育児休業取得者の業務について、業務量の調整をすることなく、特定の労働者
にそのまま負わせることは、育児休業取得者への不満につながり、休業後の円滑な職場
復帰に影響を与えハラスメントが発生することにもなりかねません。

ポイント

職場における妊娠・出産等に関するハラスメントの原因や背景となる要
因を解消するための措置
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31

・ 雇⽤管理上の措置を講じる際に、必要に応じて、労働者や労働組合等の参画を得つつ、アンケー
ト調査や意⾒交換等を実施するなどにより、その運⽤状況の的確な把握や必要な⾒直しの検討等に
努めること。（労働者や労働組合等の参画を得る方法として、例えば、労働安全衛生法に基づく衛
生委員会の活⽤なども考えられます）

＜望ましい取組＞

＜パワーハラスメント＞
・ 職場におけるパワーハラスメントの原因や背景となる要因を解消するため、コミュニ
ケーションの活性化や円滑化のために研修等の必要な取組を⾏うことや適正な業務目標の
設定等の職場環境の改善のための取組を⾏うこと。

⑵ 職場におけるハラスメントの原因や背景となる要因を解消するための取組

⑶ 労働者や労働組合等の参画

取組例
■ 相談窓⼝で受け付けることのできる相談として、パワーハラスメントのみならず、セク
シュアルハラスメント、妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント等も明⽰すること。

■ すでに設置されているセクシュアルハラスメントの相談窓⼝が、パワーハラスメントや
妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント等の相談窓⼝を兼ねることとし、全ての労
働者に周知すること。

⑴ 各種ハラスメントの一元的な相談体制の整備
・ 職場におけるパワーハラスメント、セクシュアルハラスメント及び妊娠・出産・育児休業等に
関するハラスメントはそれぞれ⼜はその他のハラスメントと複合的に生じることも想定されこと
から、あらゆるハラスメントの相談について⼀元的に応じることのできる体制を整備すること。

職場におけるハラスメントの防止のための望ましい取組

事業主は、職場におけるハラスメントを防止するため、次の取組を⾏うことが望ましいものです。

＜妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント＞
・ 妊娠等した労働者の側においても、制度等の利⽤ができるという知識を持つことや、周
囲と円滑なコミュニケーションを図りながら自⾝の体調等に応じて適切に業務を遂⾏して
いくという意識を持つこと等を、妊娠等した労働者に周知・啓発すること。（育児休業等
に関するハラスメントについては、派遣労働者にあっては派遣元事業主に限る）

取組例
（コミュニケーションの活性化や円滑化のために必要な取組）
■ ⽇常的なコミュニケーションを取るよう努めることや定期的に⾯談やミーティング
を⾏うことにより、風通しの良い職場環境や互いに助け合える労働者同士の信頼関係を
築き、コミュニケーションの活性化を図ること。
■ 感情をコントロールする⼿法についての研修、コミュニケーションスキルアップに
ついての研修、マネジメントや指導についての研修等の実施や資料の配布等により、労
働者が感情をコントロールする能⼒やコミュニケーションを円滑に進める能⼒等の向上
を図ること。

（職場環境の改善のための取組）
■ 適正な業務目標の設定や適正な業務体制の整備、業務の効率化による過剰な⻑時間
労働の是正等を通じて、労働者に過度に⾁体的・精神的負荷を強いる職場環境や組織風
⼟を改善すること。
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32

事業主が⾃らの雇用する労働者以外の者に対する⾔動に関し⾏う
ことが望ましい取組の内容Ⅵ

○ 労働施策総合推進法等に定められた事業主・労働者の責務規定(P18参照)の趣旨に鑑みれば、事業
主は、責務規定で明⽰されている他の労働者（他の事業主が雇⽤する労働者及び求職者を含む。）に
対する言動のみならず、労働者以外の者に対する言動についても、その雇⽤する労働者が注意を払う
よう配慮するとともに、事業主自⾝や労働者もその言動に注意を払うよう努めることが望ましいもの
です。

○ こうした事業主・労働者の責務の趣旨も踏まえれば、事業主は、その雇用する労働者以外の者（＊）
に対する⾔動についても、以下の取組を⾏うことが望ましいため、積極的に対応を進めましょう。
＊ 取引先等の他の事業主が雇⽤する労働者、就職活動中の学生等の求職者、労働者以外の者（個

⼈事業主などのフリーランス、インターンシップを⾏っている者、教育実習生等）

⑴ 雇⽤管理上の措置として職場におけるハラスメントを⾏ってはならない旨の方針の明確化等を
⾏う際に、これらの者に対する言動についても同様の方針を⽰すこと。

⑵ これらの者から職場におけるハラスメントに類すると考えられる相談があった場合に、その内
容を踏まえて、Ⅴの雇⽤管理上講ずべき措置を参考にしつつ、必要に応じて適切な対応を⾏うよ
うに努めること。

ポイント

● ⑵の「Ⅴの雇⽤管理上講ずべき措置を参考にしつつ」とは、Vに記載された予防から再発防止に⾄
る⼀連の雇⽤管理上の措置全体を参考にするという趣旨です。

● 特に、就職活動中の学生に対するセクシュアルハラスメント等については、正式な採⽤活動のみな
らず、OB・OG訪問等の場においても問題化しています。
企業としての責任を自覚し、OB・OG訪問等の際も含めて、セクシュアルハラスメント等は⾏って
はならないものであり、厳正な対応を⾏う旨などを研修等の実施により社員に対して周知徹底する
こと、OB・OG訪問等も含めて学生と接する際のルールをあらかじめ定めること等により、未然の
防止に努めましょう。

● 採⽤内定者に関しては、裁判例では、採⽤内定の法的性質は事案により異なるとしつつ、採⽤内定
通知のほかには労働契約締結のための特段の意思表⽰をすることが予定されていない事案において、
採⽤内定通知により、始期付きの解約権を留保した労働契約が成⽴するとされています。このため、
採⽤内定により労働契約が成⽴したと認められる場合には、採⽤内定者についても、雇⽤管理上の
措置や相談等を理由とした解雇その他不利益な取扱いの禁止の対象となり、採⽤内定取消しは不利
益な取扱いに含まれます。

＜望ましい取組＞
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事業主は、取引先等の他の事業主が雇用する労働者⼜は他の事業主（その者が法人である場合にあっ
ては、その役員）からのパワーハラスメントや顧客等からの著しい迷惑⾏為（暴⾏、脅迫、ひどい暴⾔、
著しく不当な要求等）により、その雇⽤する労働者が就業環境を害されることのないよう、雇⽤管理上
の配慮として、例えば、⑴及び⑵の取組を⾏うことが望ましいものです。

また、⑶のような取組を⾏うことも、その雇⽤する労働者が被害を受けることを防止する上で有効
と考えられます。
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Ⅶ

● 事業主は、自らの雇⽤する労働者への安全配慮の観点からも、取引先等からのパワーハラスメント
や顧客等からの著しい迷惑⾏為によりその雇⽤する労働者の就業環境が害されることのないよう、
上記の望ましい取組について積極的に対応を⾏いましょう。

● 業種・業態等によりその被害の実態や必要な対応も異なると考えられることから、業種・業態等に
おける被害の実態や業務の特性等を踏まえて、それぞれの状況に応じた必要な取組を進めることも、
被害の防止に当たっては効果的と考えられます。

＜望ましい取組＞
⑴ 相談に応じ、適切に対応するために必要な体制の整備
・ Ⅴの３及び４（P24）の取組例も参考にしつつ、以下の取組を⾏うこと。
① 相談先（上司、職場内の担当者等）をあらかじめ定め、これを労働者に周知すること。
② ①の相談を受けた者が、相談に対し、その内容や状況に応じ適切に対応できるようにする
こと。

・ 併せて、労働者が当該相談をしたことを理由として、解雇その他不利益な取扱いを⾏っては
ならない旨を定め、労働者に周知・啓発すること。

⑵ 被害者の配慮のための取組
・ 相談者から事実関係を確認し、他の事業主が雇⽤する労働者等からのパワーハラスメントや
顧客等からの著しい迷惑⾏為が認められた場合には、速やかに被害者に対する配慮のための取
組を⾏うこと。

⑶ 他の事業主が雇用する労働者等からのパワーハラスメントや顧客等からの著しい迷
惑⾏為による被害を防止するための取組

・ 他の事業主が雇⽤する労働者等からのパワーハラスメントや顧客等からの著しい迷惑⾏為へ
の対応に関するマニュアルの作成や研修の実施等の取組を⾏うこと。

■ 事案の内容や状況に応じ、被害者のメンタルヘルス不調への相談対応、著しい迷惑⾏為
を⾏った者に対する対応が必要な場合に⼀⼈で対応させない等の取組を⾏うこと。

取組例

ポイント

事業主が他の事業主の雇用する労働者等からのパワーハラスメント
や顧客等からの著しい迷惑⾏為に関し⾏うことが望ましい取組
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